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区長報告第２号 

専決処分について（港区特別区税条例の一部を改正する条例） 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）」が令和３年３月

３１日に公布され、同年４月１日施行に係る規定について、港区特別区税条例（昭

和３９年港区条例第５５号）の一部を改正する必要があり、法律公布日と同日に

区長専決処分を行いました。 

 

１ 専決処分の日 

  令和３年３月３１日 

 

２ 改正内容 

軽自動車税（環境性能割）の見直し 

（１）燃費基準の改正 

軽自動車税（環境性能割）については、現行と同水準となるように、新た

な燃費基準の下で税率の適用区分を見直し、令和３年４月１日に取得され

た軽自動車から適用しました。 

現行（令和元・２年度） 改正案（令和３・４年度） 

区分 
税率 

区分 
税率 

自家用 営業用 自家用 営業用 

電気自動車、天然ガス自動車 

非課税 非課税 

電気自動車、天然ガス自動車 

非課税 非課税 

ガソリ

ン車、

ハイブ

リッド

車 

令和２年度燃費基準 

＋１０％達成 ガソリ

ン車、

ハイブ

リッド

車 

令和１２年度燃費基準

７５％達成 

令和２年度燃費基準 

達成 
１％ ０.５％ 

令和１２年度燃費基準

６０％達成 
１％ ０.５％ 

平成２７年度燃費基準 

＋１０％達成 
２％ 

１％ 
令和１２年度燃費基準

５５％達成 
２％ 

１％ 

上記以外 ２％ 上記以外 ２％ 

※上記に加え、現行・改正案とも一定の排ガス性能を備えていることが必要。 
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（２）税率の軽減措置の延長 

自家用乗用車を令和３年３月３１日までに取得した場合、軽自動車税（環

境性能割）の税率を１％分軽減する特例措置について、新型コロナウイルス

感染症の状況や経済の動向、臨時的軽減が環境インセンティブ機能に与え

る影響等を総合的に勘案し、その適用期限を９か月延長し、令和３年１２月

３１日までに取得したものを対象とすることとしました。 

 

 

 

 

対象：令和３年４月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得した自家用乗用車（新車・中古車） 

 

区分 
税率（自家用） 

税率 臨時的軽減措置 

電気自動車、天然ガス自動車 
非課税 非課税 

ガソリン車、 

ハイブリッド車 

令和１２年度燃費基準７５％達成 

令和１２年度燃費基準６０％達成 １％ 非課税 

令和１２年度燃費基準５５％達成 
２％ １％ 

上記以外 

 

※ 環境性能割は、令和元年１０月に創設されたもので、軽自動車を登録する

際に、その取得価額に環境性能に応じた税率を乗じて課される税金です。 

 

３ 施行期日 

  令和３年４月１日 
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前
略
） 

（
前
略
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（
環
境
性
能
割
の
税
率
） 

（
環
境
性
能
割
の
税
率
） 

第
三
十
七
条
の
四 

次
の
各
号
に
掲
げ
る
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す

る
環
境
性
能
割
の
税
率
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
率
と
す
る
。 

第
三
十
七
条
の
四 

次
の
各
号
に
掲
げ
る
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す

る
環
境
性
能
割
の
税
率
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
率
と
す
る
。 

一 

法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項
又
は
第
五
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の 

百
分
の
一 

一 

法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の 

百
分
の
一 

二 

法
第
四
百
五
十
一
条
第
二
項
（
同
条
第
四
項
又
は
第
五
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の 
百
分
の
二 

二 

法
第
四
百
五
十
一
条
第
二
項
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の 

百
分
の
二 

三 

（
略
） 

三 

（
略
） 

 
 

（
中
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（
中
略
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則 
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（
中
略
） 

（
中
略
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（
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
賦
課
徴
収
の
特
例
） 

（
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
賦
課
徴
収
の
特
例
） 

第
五
条
の
三 

（
略
） 

第
五
条
の
三 

（
略
） 

２ 

東
京
都
知
事
は
、
当
分
の
間
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
行
う
軽
自
動
車
税
の
環

境
性
能
割
の
賦
課
徴
収
に
関
し
、
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
が
法
第
四
百
四
十
六

条
第
一
項
（
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

又
は
法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条

第
四
項
又
は
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
適
用
を
受
け
る

三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の
判
断
を
す
る
と
き
は
、
国
土

交
通
大
臣
の
認
定
等
（
法
附
則
第
二
十
九
条
の
九
第
三
項
に
規
定
す
る
国
土
交

通
大
臣
の
認
定
等
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
基
づ
き
当
該
判
断
を

す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

東
京
都
知
事
は
、
当
分
の
間
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
行
う
軽
自
動
車
税
の
環

境
性
能
割
の
賦
課
徴
収
に
関
し
、
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
が
法
第
四
百
四
十
六

条
第
一
項
（
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
又
は
法
第
四

百
五
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
四
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
適
用
を
受
け
る
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に

該
当
す
る
か
ど
う
か
の
判
断
を
す
る
と
き
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
認
定
等
（
法

附
則
第
二
十
九
条
の
九
第
三
項
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
認
定
等
を
い
う

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
基
づ
き
当
該
判
断
を
す
る
も
の
と
す
る
。 

３
～
５ 

（
略
） 

３
～
５ 

（
略
） 

（
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
非
課
税
及
び
減
免
の
特
例
） 

（
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
非
課
税
及
び
減
免
の
特
例
） 

第
五
条
の
四 

（
略
） 

第
五
条
の
四 

（
略
） 

２ 

法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号
（
同
条
第
四
項
又
は
第
五
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
（
自
家
用
の
も

の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
は
、
当
該
三
輪
以
上

の
軽
自
動
車
の
取
得
が
令
和
元
年
十
月
一
日
か
ら
令
和
三
年
十
二
月
三
十
一
日

ま
で
の
間
（
付
則
第
五
条
の
七
第
三
項
に
お
い
て
「
特
定
期
間
」
と
い
う
。
）

に
行
わ
れ
た
と
き
に
限
り
、
第
三
十
七
条
の
二
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
軽
自

動
車
税
の
環
境
性
能
割
を
課
さ
な
い
。 

２ 

法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
（
自
家
用
の
も
の
に
限
る
。

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
は
、
当
該
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車

の
取
得
が
令
和
元
年
十
月
一
日
か
ら
令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
（
付

則
第
五
条
の
七
第
三
項
に
お
い
て
「
特
定
期
間
」
と
い
う
。
）
に
行
わ
れ
た
と

き
に
限
り
、
第
三
十
七
条
の
二
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
軽
自
動
車
税
の
環
境

性
能
割
を
課
さ
な
い
。 

３ 

（
略
） 

３ 

（
略
） 
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（
後
略
） 

（
後
略
） 

 
 

付 

則 
 

１ 

こ
の
条
例
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

２ 

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
港
区
特
別
区
税
条
例
の
規
定
中
軽
自
動
車
税
の

環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
施
行
日
以
後
に
取
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽

自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、

施
行
日
前
に
取
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
軽
自
動
車

税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 
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